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	中期経営計画の見直しに関するお知らせ
	１．見直しの背景
	当社グループは、2023年８月10日に、2024年12月期から2026年12月期までの３年間を対象とする中期経営計画『FV26』を公表し、その達成に向けて諸施策を実行してまいりました。
	最近の業績動向を踏まえ、改めて環境分析を行った結果、中長期的に市場はさらに成長するとの見通しから、中期経営計画FV26の経営指標の見直しを行いました。
	２．変更の要点
	メモリ向けプローブカードの施策として生産能力強化を掲げておりましたが、メモリ向け市場は中長期的にさらに高い成長が続くとの見通しから、需要拡大に備えるべく追加設備投資を行います。それに伴い、経営指標として掲げていた数値も変更いたします。なお、2023年８月10日に公表した重点施策に変更はありません。
	３．経営指標
	前提条件(見直し前)：プローブカード市場が年平均成長率(2024-2026)7％で成長した場合
	３ヵ年の平均想定為替レート　1ドル＝130円
	前提条件(見直し後)：プローブカード市場が年平均成長率(2024-2026)20％で成長した場合
	３ヵ年の平均想定為替レート　1ドル＝147円
	４．投資計画
	５．資金手当て
	自己資金および借入金等
	（注）本資料に記載されている内容は、現時点において入手可能な情報及び一定の前提に基づき作成したものであり、記載された業績目標、将来の計画数値、施策等の実現を確約、保証するものではありません。今後の様々な要因により、実際の成果、業績等は、本資料の記載内容と異なる結果となる可能性があります。
	以上

